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平成 25 年度事業計画

１．事業方針

わが国の経済は、輸出環境の改善や経済対策の効果などを背景に、再び景気

回復へ向かうことが期待されており、政府は、日本経済再生に向けた緊急経済

対策を推し進めるとともに、日本銀行と政策連携の強化をはかり持続的な経済

成長の実現を目指し景気回復につなげるとしている。

社会保障制度においては、「社会保障・税一体改革」として消費税率の引き上

げ（平成 26年 4月から 8％、27年 10月から 10％）を柱とした関連法案が、自

民、公明、民主の 3党による修整・合意が行われ、昨年 8月 10日、国会で成立

した。この過程で成立した社会保障制度改革推進法は、政府に公的年金制度、

医療保険制度など社会保障制度の改革を行うことを求めていて、「社会保障制度

改革国民会議（設置期限 本年 8 月 21 日）」での検討結果などを踏まえて、必

要な法制上の措置を講ずるとされている。

本県の農業情勢においては、東日本大震災と原発事故から 2 年目を迎えるに

もかかわらず、復旧、復興は遅々として進まず、農畜産物等の風評被害が一層

深刻化するなか、政府は有効な手立てを講じられないまま、震災・原発事故が

「風化」することさえ危惧されている。

また、ＴＰＰ交渉参加問題については、我が国の農業のみならず、医療・保

険など「国のかたち」にかかわる重要な問題であり、国民の食と暮らし、いの

ちを守るため、交渉参加断固阻止に向けた運動を引き続き展開する必要がある。

このような中、当会においては、公益法人制度改革対応及び改正保険業法に

基づき、去る１月 30日一般財団法人の移行認可申請並びに認可特定保険業の認

可申請を行った。

認可取得後は、一般財団法人として保険業法に基づいた事業を行うことにな

るため、会員への周知等その対応に努めることとする。

２．重点推進事項

（１）認可特定保険業の安定的な運営と会員への周知

（２）公益事業の継続実施

（３）健康管理活動助成の充実と継続実施

（４）資金の効率的運用と資金運用計画の策定

（５）コンプライアンスと内部統制の確立

（６）事務処理の効率化（共助会システムの再構築）

（７）PET検診助成給付金の利用促進（継続実施）



平成25年度正味財産増減予算書

平成 25年4月1日から平成 26年3月31日まで （単位 ： 円）

科　　　　目 備　考
Ⅰ　一般正味財産増減の部
 １．経常増減の部
  (1) 経常収益
　　① 基本財産運用益 [  2,500 ] [  3,000 ] [ ▲ 500 ] 定期預金10,000,000円

　　② 特定資産運用益 [  22,600,000 ] [  32,300,000 ] [ ▲ 9,700,000 ]
定期預金1,172,500,000円
有価証券2,660,000,000円

　　③ 保険料収益 [  510,355,600 ] [  485,500,000 ] [  24,855,600 ] 現職会員の保険料、預り金からの振替額
　　④ 雑収益 [  76,000 ] [  71,000 ] [  5,000 ]
　　　　　　受取利息  36,000  31,000  5,000 預金利息
　　　　　　雑収益  40,000  40,000  0
　　⑤ 引当金取崩額 [  0 ] [  0 ] [  0 ]
　　⑥ 責任準備金等戻入額 [  0 ] [  0 ] [  0 ]
        経常収益計  533,034,100  517,874,000  15,160,100
  (2) 経常費用
　　① 事業費 [  420,883,300 ] [  424,172,000 ] [ ▲ 3,288,700 ]
　　　　　給付金 (  304,400,000 ) (  333,300,000 ) ( ▲ 28,900,000 )
　　　　　　医療給付金  292,000,000  304,200,000 ▲ 12,200,000 共助会・退職互助契約者会員への医療費

　　　　　　脱退給付金  4,000,000  21,000,000 ▲ 17,000,000
共助会脱退時の給付金
退職互助は解約返戻金のため未計上

　　　　　　結婚給付金  2,500,000  2,200,000  300,000 ＠20,000×125名
　　　　　　出産給付金  4,400,000  4,400,000  0 ＠20,000×220名
　　　　　　療養給付金  300,000  300,000  0 ＠10,000×30名
　　　　　　死亡給付金  600,000  600,000  0 共助会契約者会員等死亡時の給付金
　　　　　　香典  600,000  600,000  0 退職互助契約者会員等死亡時の給付金（保険業外）
　　　　　保健活動費 (  54,000,000 ) (  40,100,000 ) (  13,900,000 )

　　　　　　健康管理活動助成  44,000,000  30,100,000  13,900,000
検診料の助成（一般検診・人間ドック）
職員連盟助成金

　　　　　　PET検診助成給付金  10,000,000  10,000,000  0 ＠30,000×330名
　　　　　公益事業費 (  4,100,000 ) (  4,400,000 ) ( ▲ 300,000 )
　　　　　　支払助成金  4,100,000  3,600,000  500,000 医師・看護師養成事業への助成
　　　　　　情報提供事業  0  800,000 ▲ 800,000 セミナー開催経費等（会議費等に配賦）
　　　　　事業管理費 (  58,383,300 ) (  46,372,000 ) (  12,011,300 )
　　　　　　役員報酬  1,348,500  990,000  358,500 理事・監事・評議員手当
　　　　　　給与手当  23,838,000  23,650,000  188,000 職員給料・諸手当
　　　　　　退職給付費用  3,018,900  1,370,000  1,648,900 退職給付引当金繰入額
　　　　　　福利厚生費  5,220,000  5,120,000  100,000 健康保険、厚生年金他
　　　　　　会議費  1,209,300  1,000,000  209,300 理事会・評議員会他
　　　　　　旅費交通費  1,365,900  1,352,000  13,900 役職員旅費
　　　　　　通信運搬費  3,140,700  3,375,000 ▲ 234,300 為替手数料・給付金振込手数料他
　　　　　　消耗什器備品費  2,827,500  2,206,000  621,500 コピー機利用料・保険業パンフレット等作成
　　　　　　賃借料  4,819,800  3,729,000  1,090,800 事務所賃借料・新システムリース料
　　　　　　保険料  450,000  460,000 ▲ 10,000 個人情報保険他
　　　　　　委託費  10,326,900  2,460,000  7,866,900 保険業コンサルティング料・保険計理人報酬他
　　　　　　雑費  817,800  660,000  157,800 新聞・雑誌等
　　　　　事業繰入 (  0 ) (  0 ) (  0 )
　　② 管理費 [  8,656,700 ] [  4,161,000 ] [  4,495,700 ] 法人運営や共通経費として総額の一定割合を計上
　　　　　　役員報酬  201,500  0  201,500
　　　　　　給与手当  3,562,000  3,050,000  512,000
　　　　　　退職給付費用  451,100  0  451,100
　　　　　　福利厚生費  780,000  490,000  290,000
　　　　　　会議費  180,700  100,000  80,700
　　　　　　旅費交通費  204,100  80,000  124,100
　　　　　　通信運搬費  469,300  15,000  454,300
　　　　　　消耗什器備品費  422,500  185,000  237,500
　　　　　　賃借料  720,200  51,000  669,200
　　　　　　保険料  0  50,000 ▲ 50,000
　　　　　　委託費  1,543,100  50,000  1,493,100
　　　　　　雑費  122,200  90,000  32,200
        経常費用計  429,540,000  428,333,000  1,207,000
        当期経常増減額  103,494,100  89,541,000  13,953,100
 ２．経常外増減の部
  (1) 経常外収益

        経常外収益計  0  0  0
　(2) 経常外費用
        経常外費用計  0  0  0
        当期経常外増減額  0  0  0
　　　他会計振替額  0  0
　　　　当期一般正味財産増減額  103,494,100  89,541,000  13,953,100
　　　　一般正味財産期首残高  4,121,286,662  4,020,280,554  101,006,108
　　　　一般正味財産期末残高  4,224,780,762  4,109,821,554  114,959,208
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　当期指定正味財産増減額  0  0  0
　　　　指定正味財産期首残高  0  0  0
　　　　指定正味財産期末残高  0  0  0
Ⅲ　正味財産期末残高  4,224,780,762  4,109,821,554  114,959,208

当年度 前年度 増　減

（注1）平成20年公益法人会計基準に基づき、保険会計に組み替えた正味財産増減予算書並びに正味財産増減予算書内訳表を作成した。
（注2）共助会保険料：現職会員の年間払込額（平均給与を基に算定）
（注3）退職互助保険料：現職会員の年間払込額は全額預り金として計上。60歳到達会員と保険契約開始となる待機会員の預り金を保険料として計上。



平成25年度正味財産増減予算書内訳表

平成 25年4月1日から平成 26年3月31日まで （単位　：　円）

小　　　計 共助会 退職互助
Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　① 基本財産運用益 2,500 2,500

　　② 特定資産運用益 10,170,000 1,130,000 9,040,000 12,430,000 22,600,000

　　③ 保険料収益 510,355,600 294,800,000 215,555,600 510,355,600

　　④ 雑収益

　　     　　受取利息 36,000 36,000

　　     　　雑収益 40,000 40,000 40,000

　　⑤引当金取崩額

　　⑥責任準備金等戻入額

  　　　経常収益計 520,565,600 295,930,000 224,635,600 12,468,500 533,034,100

　（２）経常費用

　　① 事業費

　　     　給付金

　　     　　医療給付金 292,000,000 205,000,000 87,000,000 292,000,000

　　     　　脱退給付金 4,000,000 4,000,000 4,000,000

　　     　　結婚給付金 2,500,000 2,500,000 2,500,000

　　     　　出産給付金 4,400,000 4,400,000 4,400,000

　　     　　療養給付金 300,000 300,000 300,000

　　     　　死亡給付金 600,000 600,000 600,000

　　     　　香典 0 600,000 600,000

　　     　保健活動費

　　     　　健康管理活動助成 44,000,000 44,000,000 44,000,000

　　     　　PET検診助成給付金 10,000,000 10,000,000 10,000,000

　　     　公益事業費

　　     　　支払助成金 4,100,000 4,100,000

　　     　　情報提供事業

　　     　事業管理費

　　     　　役員報酬 108,500 1,240,000 775,000 465,000 1,348,500

　　     　　給与手当 1,918,000 21,920,000 13,700,000 8,220,000 23,838,000

　　　　　　退職給付費用 242,900 2,776,000 1,735,000 1,041,000 3,018,900

　　     　　福利厚生費 420,000 4,800,000 3,000,000 1,800,000 5,220,000

　　     　　会議費 97,300 1,112,000 695,000 417,000 1,209,300

　　     　　旅費交通費 109,900 1,256,000 785,000 471,000 1,365,900

　　     　　通信運搬費 252,700 2,888,000 1,805,000 1,083,000 3,140,700

　　     　　消耗什器備品費 227,500 2,600,000 1,625,000 975,000 2,827,500

　　     　　賃借料 387,800 4,432,000 2,770,000 1,662,000 4,819,800

　　     　　保険料 0 450,000 400,000 50,000 450,000

　　     　　委託費 830,900 9,496,000 5,935,000 3,561,000 10,326,900

　　     　　雑費 65,800 752,000 470,000 282,000 817,800

　　　　　事業繰入

　　② 管理費

　　　　　役員報酬 201,500 201,500

　　     　給与手当 3,562,000 3,562,000

　　　　　退職給付費用 451,100 451,100

　　     　福利厚生費 780,000 780,000

　　     　会議費 180,700 180,700

　　     　旅費交通費 204,100 204,100

　　     　通信運搬費 469,300 469,300

　　     　消耗備品費 422,500 422,500

　　     　賃借料 720,200 720,200

　　     　保険料 0 0

　　     　委託費 1,543,100 1,543,100

　　     　雑費 122,200 122,200

  　　　経常費用計 8,761,300 411,522,000 304,495,000 107,027,000 9,256,700 429,540,000

  　　　当期経常増減額 ▲ 8,761,300 109,043,600 ▲ 8,565,000 117,608,600 3,211,800 103,494,100

２．経常外増減の部
（１）経常外収益
　　退職給付引当金取崩額
        経常外収益計 0 0 0 0 0 0
（２）経常外費用
　　預り金払戻額
        経常外費用計 0 0 0 0 0 0
        当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0
　　他会計振替額
当期一般正味財産増減額 ▲ 8,761,300 109,043,600 ▲ 8,565,000 117,608,600 3,211,800 103,494,100
　　一般正味財産期首残高 4,121,286,662
　　一般正味財産期末残高 ▲ 8,761,300 109,043,600 ▲ 8,565,000 117,608,600 3,211,800 4,224,780,762
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0
　　指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0
　　指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 ▲ 8,761,300 109,043,600 ▲ 8,565,000 117,608,600 3,211,800 4,224,780,762

科　　　目 法人会計 合　　　計
実施事業等
会　　　計

その他会計


